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１ 食料自給率目標について



○ 世界の穀物需給については 中国 インドなどの新興国の人口増加や食生活の改善等により 今後もひっ迫基調で推移す

（１）食料をとりまく事情 世界の穀物需給動向

○ 世界の穀物需給については、中国、インドなどの新興国の人口増加や食生活の改善等により、今後もひっ迫基調で推移す
ると予測され、もはや「経済力さえあれば自由に食料が輸入できる」時代ではなくなってきている。

農作物の需要量は、人口の伸びを上回るスピードで確実に増加 2050年には70％の増産が必要 農産物価格は 中長期的に高農作物 需要量 、 伸 を 回る 確実 増 年 増産 必要

途上国では引き続き人口が増加 中国の肉類消費は増大は継続 バイオ燃料増加で食用需要と競合
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資料：UN「World Population Prospects」、OECD-FAO「Agricultural Outlook 2009-2018」、IEA「World Energy Outlook 2006」により農林水産省で作成
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減産

0 0 

1998 2003 2008 2013 2018

鶏肉

しかし、今後の農作物の供給量の増加に対しては、様々な不安要因が存在し、既に影響が顕在化

地球温暖化は食料生産に影響 世界の水資源の制約状況 単収の伸び率は以前より低下

穀物の平均単収 年平均伸び率

の減産
・需給ひっ迫予測を背景とした
過剰な投機資金の流入 など

・農産物価格の急激な高騰

【既に現れている影響】

1961～69年 1.54 t/ha 
1970～79年 1.97 t/ha 
1980～89年 2.43 t/ha
1990～99年 2.86 t/ha
2000～08年 3.25 t/ha 
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・農産物価格の急激な高騰
・在庫量の減少、輸出規制によ
る貿易量の減少 など

国際的な食糧危機の懸念世界各地での異常気象の頻発

（豪雨、干ばつ、北大西洋の強い熱帯
性低気圧猛暑）

※生産量の増加は大半が単収
の伸びにより実現してきた。

実用的水不足 実質的水不足

準実質的水不足 水制約（ほとんど）なし

データ無し

資料：IWMI「Water for food Water for life」資料：IPCC4次評価報告書 資料：FAOSTATにより農林水産省で作成

国際的な食糧危機の懸念

国際市場から常に農産物を調達
している輸入国においては、食料
安全保障上の大きなリスク
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（２）現状の検証 ①食料自給率の推移

○ 現行基本計画策定以降 カロリーベースの食料自給率は 平成１７年度までは４０％で推移 天候不良による生産量の減○ 現行基本計画策定以降、カロリ ベ スの食料自給率は、平成１７年度までは４０％で推移。天候不良による生産量の減
少や米の消費量の減少により、平成１８年度に１ポイント低下した後、２年間で１ポイントずつ上昇。

○ 平成２０年度と平成１５年度を比較すると、自給割合の高い米の供給は減少。一方、大豆、砂糖類の自給割合がやや増加
したものの、その他の大きな変化はみられない。
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（２）現状の検証 ①食料自給率の推移

○ 一方 生産額ベースの食料自給率は 低下傾向で推移○ 方、生産額ベ スの食料自給率は、低下傾向で推移。

○ 平成２０年度と平成１５年度を比較すると、米の生産額が減少するとともに、畜産物の輸入飼料額や油脂類の輸入原料額
が増加している。
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（参考） 生産額ベースの食料自給率の各国比較

○ 生産額ベ スの食料自給率について 国際比較を行うため 定の前提を設けた上で試算○ 生産額ベースの食料自給率について、国際比較を行うため、一定の前提を設けた上で試算。
○ 概して単価の低い穀物の自給率が高い国は、生産額ベースの方がカロリーベースより低い傾向。ただし、我が国の食料自
給率が先進国中最低水準であることは、カロリーベースでも生産額ベースでも変わるものではない。

オーストラリア アメリカ フランス オランダ ドイツ 日本 イギリス

（単位：％）
【試算結果（平成15年）】

生産額
ベース

１５５ １０２ １０１ ９６ ７５ ７０ ４０

カロリー
２３７ １２８ １２２ ５８ ８４ ４０ ７０

カ リ
ベース

２３７ １２８ １２２ ５８ ８４ ４０ ７０

穀物
自給率

３３３ １３２ １７３ ２４ １０１ ２７ ９９

資料：農林水産省「食料需給表」、FAO ”Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算した。
注１：日本は平成15年度の数値。
２：各品目の国産単価及び輸入単価については、FAO（国際連合食糧農業機関）のPrice STAT及びTrade STAT等より算出。

【生産額ベース食料自給率の試算方法】

各品目ごとに
食用と非食用とを分けた上で、
食用部分について、

価格×数量により、
国内生産額・消費仕向額を計算し、

品目ごとに足し上げて、
自給割合を算出。

6

・非食用部分について、国産と輸入とを分けたデータがない。

・今回、非食用部分の輸入割合を、各国の食用・非食用全体データにより推計して試算。



（２）現状の検証 ②品目ごとの生産・消費状況の検証

○ 現行基本計画における個別品目ごとの目標達成に向けた２０年度の見込み値と ２０年度の生産量・消費量の実績値を比○ 現行基本計画における個別品目ごとの目標達成に向けた２０年度の見込み値と、２０年度の生産量 消費量の実績値を比
較すると、

① 生産面では、かんしょ、大豆等が「見込み」を５％以上上回り、米、小麦等は±５％以内となっており、飼料作物、生乳等
は５％以上下回っている。
② 消費面では、多くの品目が「見込み」の±５％以内になっているが、生乳、魚介類等は５％以上下回っている。

生 産 消 費

② 消費面では、多くの品目が 見込み」の±５％以内になっているが、生乳、魚介類等は５％以上下回っている。
（個別品目ごとの具体的なデータは参考資料を参照）

２０年度の実績値が見込み値を
５％以上上回っているもの

かんしょ、大豆、きのこ

２０年度の実績値が見込み値の±
米 小麦 肉類 鶏卵 砂糖 茶

米、小麦、ばれいしょ、大豆、野菜、
果実 肉類 鶏卵 砂糖 油脂 き

２０年度の実績値が見込み値の±
５％以内になっているもの

米、小麦、肉類、鶏卵、砂糖、茶 果実、肉類、鶏卵、砂糖、油脂、き
のこ、茶

２０年度の実績値が見込み値を
５％以上下回っているもの

ばれいしょ、野菜、果実、生乳、魚
介類、海藻類、飼料作物

かんしょ、生乳、魚介類、海藻類

注１：魚介類及び海藻類については、水産基本計画における目標値を基に判断。

7
注２：肉類については、牛肉、豚肉、鶏肉の合計値を基に判断。



（２）現状の検証 ③将来の農業生産の見通し（すう勢）

○ 平成１２年と平成１７年のデータを比較すると 農家数及び作付面積は概ね減少 この比較をもとに 平成３２年度の農業生○ 平成１２年と平成１７年のデ タを比較すると、農家数及び作付面積は概ね減少。この比較をもとに、平成３２年度の農業生
産力について、これまでの傾向と同じ推移を前提として試算した結果、生産力は離農農家の増加等により現状より２５％低下
すると見込まれる。

○ 食料自給率を向上させていくためには、経営の安定化や６次産業化などを推進し、農業を魅力あるものとし、次の世代に農
地が円滑に継承され 農業生産が維持・発展していくことが必要。地が円滑に継承され、農業生産が維持 発展していくことが必要。

【飼養頭数の推移】

（単位：千頭、％）

12年 17年 (12/17)

【品目別農家数の推移】

（単位：戸、％）

12年 17年 (12/17)
年 年 ( / )

肉用牛 2,823 2,747 ▲ 2.7

豚 9,806 9,620（注） ▲1.9

乳用牛 1,764 1,655 ▲ 6.2

資料 農林水産省「畜産統計

米 1,997,913 1,657,164 ▲ 17.1

小麦 91,495 86,117 ▲ 5.9

大豆 158,277 152,302 ▲ 3.8

野菜 523,504 510,586 ▲ 2.5
資料：農林水産省「畜産統計」
注：豚は18年の数値。

農業生産力について、農業の生産要素のうち、農地については作付面

果樹 336,485 276,548 ▲ 17.8

肉用牛 24,465 17,405 ▲ 28.9

豚 8,780 5,688 ▲ 35.2

乳用牛 32,385 26,306 ▲ 18.8

【自然体での平成３２年度の農業生産力について】

【作付面積の推移】

（単位：ha、％）

農業生産力に て、農業の生産要素のうち、農地に ては作付面
積で、人については規模階層別の農家数で、技術については単収（畜産
は一頭当たり重量）で代表させることとし、平成１７年度と平成３２年度を比
較する。

１ 推計の方法

推計対象品目ごとの平成１２年から平成１７年までの変化をもとに マ

資料：農林水産省「農林業センサス」
注１：肉用牛は肥育牛の飼養農家戸数
２：乳用牛は２歳以上乳用牛の飼養農家数

12年 17年 (12/17)

米 1,763,000 1,702,000 ▲ 3.5

小麦 183,000 213,500 16.7

大豆 122,500 134,000 9.4

推計対象品目ごとの平成１２年から平成１７年までの変化をもとに、マ
ルコフ分析により、自然体での平成３２年度の規模階層別の農家数、作
付面積、単収（畜産は一頭当たり重量）を推計し、これから生産量を求め
る。この生産量を平成１７年の価格をウェイトとして加重平均し、農業生
産力を推計。

野菜 445,000 425,100 ▲ 4.5

果樹 250,800 230,400 ▲ 8.1
資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「野菜生産出荷統計」、「果樹生産出荷統

計」
注：野菜はばれいしょを除く。

２ 結果
平成１７年度を１００とすれば、平成３２年度は７５となる。
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（３）食料自給率向上のための生産面からのアプローチ
農地利用からみた品目別生産拡大の方向

○ 農地資源が限られる我が国においては、農地を有効に活用することが不可欠。カロリーベースの自給率を向上させるため

には、水田作の麦・大豆の単収向上、麦の二毛作の飛躍的拡大、不作付水田における米粉用・飼料用米等の作付拡大、耕
作放棄地の解消等に取り組むことが必要。

水田237万ha （本地面積） 畑196万ha（作付面積）

麦 調
整

麦 その他飼
料

飼
料

野
菜

野
菜

大
豆

大
豆

果
樹

そ

の

(H20)

（加
工

主食用米
160万ha

6万 8万 20万

整
水
田
等

20万 79万ha2万10万 33万ha 25万ha

作物

47万ha12万13万

料
作
物

料
作
物

菜菜豆 豆 樹の
他
作
物

工
用
米
を
含
む
）

裏作麦約11万ha

6万
ha

8万
ha

0万
ha

0万
ha

9万 a万
ha

0万
ha

33万 a 5万 a 万 a万
ha

3万
ha

・
単
収
の
向

・
二
毛
作

拡
大

・
単
収
の
向

・
不
作
付
の

(

乾
田
地
帯

帯
は
飼
料

・
単
収
の
向

・
不
作
付
地

・
米
の
需
給

・
稲
作
農
家

・ 稲作農家は、水田において、米だけではなく、
麦、大豆等の転作作物を作付

・ 一方、畑においても、麦、大豆等が作付けられ

ているが 畑の作付拡大の余地があまりない向
上

・
水
田
裏
作

向
上

の
解
消

帯
は
大
豆
等

料
用
・
米
粉

向
上

地
で
の
作
付

給
調
整
の
推

家
の
経
営
安

ているが、畑の作付拡大の余地があまりない

のが実情

・ 水田をターゲットに、麦、大豆、米粉用・飼料用

米の作付拡大を図ることが自給率向上のカギ
の
飛
躍
的

、
湿
田
地

用
米)

拡
大

進定 ・ 新たな品種、技術の導入により単収向上を図

ること、畑の有効利用も重要
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（参考）技術開発・普及

○ 食料自給率の向上に向けて研究開発目標を定め、生産コストの低減、高品質化等の技術開発を計画的に推進するとともに、その普及を図ること
が必要が必要。

○ 特に、水田の有効活用に一層重点をおいて、麦・大豆については、湿害回避技術等の安定栽培技術、輸入小麦に匹敵する高品質な麦品種の開
発、普及を推進する必要。また、水稲では主食用以外の利用拡大に向け、超多収の飼料用稲品種や米粉利用を加速化するための技術開発、普
及を推進する必要。

【開発された新技術】

○小麦

・製めん適性が豪州産の「ＡＳＷ」に匹敵し、従来品種より２割

【開発された新技術】

○大豆

・湿害を土壌条件に応じた耕起・播種等で回避する栽培技術製めん適性が豪州産の「ＡＳＷ」に匹敵し、従来品種より２割
程度多収の「きたほなみ」（北海道）、製パン適性が高い「はる
きらり」（北海道）、「春よ恋」（北海道）、「ユメシホウ」（関東）、
超強力小麦でブレンドに適した「ゆめちから」（北海道）等各地
域・各用途向けの品種を開発。

葉色診断 衛星画像を用いた収穫期判定等高品質 安定栽

（普及面積：約20,000ha（H20年産））を開発し普及を推進。
・豆腐用として加工適性に優れた品種「ユキホマレ」（普及面積
約9,000ha：H20年産)、「サチユタカ」(普及面積約4,000ha：H20
年産)等を開発し普及を推進。
・圃場全面で地下水位の自由な調整が可能で 湿害や干害を・葉色診断、衛星画像を用いた収穫期判定等高品質・安定栽

培技術を開発。

・麦の生産拡大に資するため、麦跡の二毛作に適した晩植適
応性水稲品種「さとじまん」（関東・東海）、「ふくいずみ」（九
州）等を開発。

圃場全面で地下水位の自由な調整が可能で、湿害や干害を
防止する地下水位制御システムを開発（普及面積：1,800ha
（H20年））。

制御有り 無し

▼地下水位制御による大
豆の生産性向上

▼湿害を回避する耕
起・播種機

▼「きたほなみ」の収量と製めん適性

きたほなみ ホクシン ASW

収量
（kg/10a）

684 577 －

【今後 課 】

実証試験では、１０～２０％の単収増 実証試験では、20～50％の単収増

製めん適性
（/100点）

75 72 75.5

○現行の主力品種「ホクシン」よりも２割程度多収で、品質は高品質輸入小麦に匹敵。
７，０００ｈａ作付（H２１年産）。H23年産から「ホクシン」の大半と置き換わる予定。

【今後の課題】

・国産小麦が不得意としてきたパン・中華めん用や菓子用
向けに、輸入小麦に匹敵する品質の小麦品種の開発。

【今後の課題】

・地下水位制御システムを活用し、雑草防除、作物の出
芽・登熟期の調節による作期競合解消等の技術の開発。
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（参考）技術開発・普及（続き）

○米粉米

【開発された新技術】 【開発された新技術】

○飼料米

・米粉パン用としては、中程度のアミロース（でん粉の一種で米

のパサパサ感・粘り気に関与）含量で多収の「タカナリ」（玄米

重量：750ｋｇ/10a）が適する事を解明。

米粉めん用とし は 高 ミ 含量 めんがほぐれやす

・気候区分ごとに飼料米の低コスト生産が可能となる多収品種

「モミロマン」、「北陸１９３号」等を開発（玄米重量：700～800ｋｇ

/10a、＊水稲の平均単収：530kg/10a）。

・省力化に資する直播用播種機（普及面積：不耕起汎用播種機
・米粉めん用としては、高アミロース含量でめんがほぐれやす

い「越のかおり」を開発。

省力化に資する直播用播種機（普及面積：不耕起汎用播種機

290ha（H20年）、不耕起Ｖ溝播種機1,700ha（H20年））等を開発。

・多収稲品種の栽培上の留意点や低コスト生産技術を取りまと

めた「多収米栽培マニュアル」を各地域に配布し、普及を推進

▼多収品種の長大な穂
（北陸１９３号）

べこごのみ

きたあおば

みなゆたか

中アミロース性品種がパンに適する

低アミロース 中アミロース 高アミロース

▲米粉パン向き多収品種
「タカナリ」
・短強稈で、耐倒伏性に優れホシアオバ

ふくひびき

べこあおば

夢あおば

北陸１９３号

ミズホチカラ
▲アミロース含量が異なる品種を使
用した製パン試験

上：多収品種、下：主食用品種

【今後の課題】

る。
・玄米がやや長粒で、 識別性
がある。

【今後の課題】

・米粉の製粉・ブレンド技術 米粉含有量の高い製パン

タカナリ
モミロマン

▲多収米品種の栽培適地

・10a当たり１ｔの多収で食用米と識別性のある飼料用稲品
種、飼料用米を輸入トウモロコシに代替する家畜への給与
技術等の開発。

・米粉の製粉・ブレンド技術、米粉含有量の高い製パン
技術、米粉パンの広域流通に向けた品質劣化防止技
術等の開発。
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（４）食料自給率向上のための消費面からのアプローチ ①人口動態と栄養バランス

○ 食料自給率向上のため、需要の裏付けのある取組が重要。○ 食料自給率向 のため、需要の裏付けのある取組 重要。
○ 我が国の人口は、2004年をピークに減少局面にあり、新基本計画が目標とする平成３２年度においては現在よりも４％減少。
高齢化の更なる進展から、一人当たり供給熱量も現状より若干減少する見込み。同程度の国内生産が維持されれば食料自
給率の上昇要因になりうることから、需要側の状況をよく分析し、潜在的需要の掘り起こし等を行うことが必要。

○ 食料供給を栄養バランスの観点から見ると、脂質熱量を低下させ、炭水化物熱量を増加させることが望ましい。また、伝統○ 食料供給を栄養 ランスの観点から見ると、脂質熱量を低下させ、炭水化物熱量を増加させることが望ましい。また、伝統
的な米、魚、野菜、大豆をはじめとする素材に、肉、牛乳・乳製品、果物などをバランスよく組み合わせることが大事。

【栄養バランスの改善方向】

140,000 
千人

平成20年度
127,692千人

平成32年度
122,735千人

↓4％減少

【総人口の推移】

Ｐ（たんぱく質）

13.0%

60,000 

80,000 

100,000 

120,000  65歳以上

15～64歳
65％

22％

60％

29％

↓4％減少

平成20年

0 

20,000 

40,000 

昭和40 45 50 55 60 平成2年 7 12 17 22 27 32

0～14歳
13％ 11％

60％

【供給熱量と摂取熱量との差を縮めていくことも論点】

資料：総務省「国勢調査報告」及び「人口推計年報」（～平成17年）
国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口」（平成18年～）

Ｃ（炭水化物） Ｆ（脂質）

平成20年

供給熱量
3,000

(kcal)

昭和40
年

45 50 55 60 平成2年 7 12 17 22 27 32

Ｃ（炭水化物） Ｆ（脂質）

28.9%58.1%
2,497 2,518

供給熱量
2,596 2,654 (H18) (H19)

2,550  2.551

（H20）

2,473 

2,202 2,191

摂取熱量
2,046 

1,985

（H18）(H19)

1 836 1 8431 500

2,000 

2,500 

3,000 

注１）円の形は昭和55年度当時のバランスのよい食生活の状態を示す
（Ｐ：13.0％、Ｆ：25.5％、Ｃ：61.5％）。
２）数値は平成20年度実績を示す。 12

資料：農林水産省「食料需給表」、厚生労働省「国民健康・栄養調査」
注１：酒類を含まない。ただし、平成19年の摂取熱量は、酒類の熱量が不明なため、平成18年の酒類の熱量と同じとして推計。
２：両熱量は、統計の調査方法及び熱量の算出方法が全く異なり、単純には比較できないため、両熱量の差はあくまで食べ残し・廃
棄の目安として位置付け。

1,836 1,843

1,000 

1,500 

昭和40 45 50 55 60 平成2 7 12 20



（４） 食料自給率向上のための消費面からのアプローチ ②栄養バランスの改善

○ 炭水化物摂取増加のためには 朝食欠食（約1 686万人）の改善等潜在的需要を見据えた米の消費拡大や 小麦粉製品に○ 炭水化物摂取増加のためには、朝食欠食（約1,686万人）の改善等潜在的需要を見据えた米の消費拡大や、小麦粉製品に
ついて国産小麦、米粉の使用量の引上げを図っていくことが必要。

○ たんぱく質摂取関係では、国際穀物価格高騰の可能性もある下で、国産大豆や国産飼料の利用を向上させ、国産割合を
増加していくことが必要。

○ 脂質については 現在消費量が減少傾向にあるが 引き続き摂取抑制を働きかけるなどの取組が必要○ 脂質については、現在消費量が減少傾向にあるが、引き続き摂取抑制を働きかけるなどの取組が必要。

【小麦需要に占める国内産小麦の使用割合（平成19年度）】 【大豆・とうもろこしの国際価格の動向】

2000年 2008年 2009年

単位：ドル/トン

平成10年 平成20年

【朝食欠食者数】

【油脂の消費量の推移】

大豆 183 453 381

とうもろこし 82 207 146

注：シカゴ商品取引所の各月の第1金曜日の期近価格を単純平均したもの。

911万人 1,686万人

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」

【米の消費量に占める家計消費、外食・
費 割 推 【油脂の消費量の推移】

14.5 

15.0 

15.5 
(kg)

中食等消費の割合の推移（1人1年当たり）】

12.5 

13.0 

13.5 

14.0 

【国産大豆の用途別供給割合（平成19年）】

年度
資料：農林水産省「食料需給表」

12.0 

15 16 17 18 19 20

13きな粉、
お菓子等

豆腐
61%
（25%）

煮豆・惣菜
12%
(84%)

納豆
12% 
(19%)

味噌
醤油
8% 
(9%)

そ
の
他

注：（ ）内は各用途における国産シェアである。

資料：「食料需給表」、「家計調査」、「生産者の米国
現在高等調査」等を基に農林水産省で推計



（５） 食料自給率向上の国民的な意義（食料供給以外の便益）

○ 食料自給率向上に向けて生産の増大を図ることにより、食料の供給という本来の目的以外にも、国民経済、雇用、健康、環○ 食料自給率向上に向けて生産の増大を図ることにより、食料の供給という本来の目的以外にも、国民経済、雇用、健康、環
境面等で様々な便益が発揮される。食料自給率向上に対し国民的な理解を得る上で、これらの便益について国民へ情報提
供していくことが必要。

食 料 自 給 率 が 向 上 す る 結 果

食料の安定供給

食 料 自 給 率 が 向 上 す る 結 果

○食料生産の増大を通じて 商業（卸 小売

○農地の確保・耕作放棄地の解消を行うことにより、洪水防止機能を始めとした多面
的機能が維持増進。

多面的機能の発揮国民経済上の意義

○食料生産の増大を通じて、商業（卸、小売
等）、運輸（貨物輸送等）、対事業所サービス
（農機具賃貸等）など関連産業における生産
活動と、これら産業に従事する雇用が誘発

（参考）

機

（参考）
農業の多面的機能の貨幣評価試算（平成１２年ベース）
洪水防止機能 ３兆４９８８億円
河川流況安定機能 １兆４６３３億円 等（参考）

国内食料生産額が１千億円増えると、加えて
間接的に約１千億円の経済波及効果。（Ｈ１７
産業連関表より試算）

河川流況安定機能 １兆４６３３億円 等

健康・環境面の便益

健康面 環境面

○また、米粉製粉施設や加工販売施設への
投資など地域における関連投資が誘発され、
地域経済が活性化

フードマイレージ
の減少に貢献
（注）

フードマイレージ
の減少に貢献
（注）

バーチャルウォー
ター輸入量減少に
よる世界の貴重な
水資源 消費削減

バーチャルウォー
ター輸入量減少に
よる世界の貴重な
水資源 消費削減

栄養のとれた食生
活の実現により国民
の健康、生活習慣
病の予防

持続可能に営
まれることによ
り、生物多様
性保全 貢献

持続可能に営
まれることによ
り、生物多様
性保全 貢献地域経済が活性化 （注）（注）

水資源の消費削減水資源の消費削減病の予防
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（参考） 環境面の便益の説明

生物多様性

田園地域・里山里地、
森林、藻場・干潟等、

メダカやトンボなど、動
物や植物、土壌中の微
生物に至るまで様々な
生き物がいること

同じ種でも模
様や、病気への

生態系の多様性

種の多様性

遺伝子の多様性
農林水産業は、暮らしに不可欠な食料
の供給を始めとして、国土や自然環境
の保全 良好な景観の形成等に貢献

多様な自然環境に応じ
た生態系があること

生き物がいること 様 、病気
耐性など、個性
があること

の保全、良好な景観の形成等に貢献。

持続可能に営むことにより、生物多様
性保全に貢献

国内農業生産が持続可能に営まれることにより
これら生物多様性を下支え

フードマイレージバーチャルウォーター

バーチャルウォーターとは、輸入している農産物等を仮に自国で
生産する場合に必要であった水資源量のこと

フードマイレージとは、輸入される食料の重量×輸送距離で示
される指標。

我が国のフードマイレージはアメリカ、イギリス、韓国と比べても
５倍から３倍の大きさ

我が国の世界からのバーチャルウォーター輸入量は年間６２７億㎥。
１人当たり換算で一般家庭での年間水使用量の約５．６倍に相当

穀物

される指標。

穀物
283億㎥/年

大豆
121億㎥/年

627億
資料：農林水産政策研究 第5号（2003年12月25日発行）より

中田哲也「食料の総輸入量・距離（フード・マイレージ）とその環境に
及ぼす負荷に関する考察」

畜産物
223億㎥/年

627億
㎥

減らすことで世界の水問

注：フードマイレージは輸送距離に着目しているが、生産から廃棄・リサイ
クルに至る全工程を考慮したカーボンフットプリントを表示しＣＯ２削減に
向けた消費行動を働きかける取組も各国（日本、イギリス、フランス、スイス、
スウェーデン、ニュージーランド、オーストラリア、韓国等）で見られる。

減らすことで世界の水問
題に貢献できる可能性

資料：東京大学生産技術研究所 沖 大幹教授等のグループ試算。

注：１人１日当たり水使用量は242ℓ(東京都水道局）。 15



（６） 食料自給率向上に向けた予算の重点的、効率的執行

○ 農林水産予算については、そのほとんどが食料自給率向上に関係。このうち、平成２２年度概算決定における主要な食料○ 農林水産予算 ては、そのほとんどが食料自給率向 関係。 のうち、平成 年度概算決定 おける主要な食料
自給率向上関連事業は、戸別所得補償制度に関するモデル対策をはじめとした農地の確保、農業経営の安定化、生産性を
向上させるための技術開発の推進など総額約９千億円。
○ 今後とも、食料自給率向上に向けた予算の重点的、効率的執行に努めていくことが必要。

個別品目 生産拡大 安定供給対策 億個別品目の生産拡大、安定供給対策 ６，１２６億円

① 自給率向上のための戦略作物等への直接助成
② 自給率向上の環境整備を図るための水田農業経営への助成

ポイント

○戸別所得補償制度のモデル対策 ５，６１８億円

【未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち地産地消・販路拡大・価値向上の内数
米の消費拡大

○生産、加工、流通、消費拡大対策
産地の収益力向上を支援

【産地収益力向上支援事業 ３，８１３百万円 】

② 自給率向 環境整備を図るた 水 農業経営 助成

○米戸別所得補償制度モデル事業 ３３７，０８８百万円

○戸別所得補償制度導入推進事業 ７，６４１百万円

当

変動部分

変動部分なし

標（標（過

○統計調査事業 ３６２百万円

（米を中心とした日本型食生活の推進） ４２２百万円】

【 自給力向上戦略的作物等緊急需要拡大事業 ２，７１８百万円 】

【 農業所得向上新分野支援対策事業のうち国産原材料サプライチェーン構築事業 ２，８７９百万円 】

【 国産チ ズ供給拡大 高付加価値化対策事業 ２ ９１４百万円 】

麦、大豆、新規需要米の需要拡大

国産チーズ向け生乳の供給拡大

国産農産物、加工・業務用仕向け量の増加、流通コストの低減

他
当
年
産
の
販
売
価
格

当
年
産
の
販
売
価
格

標
準
的
な
販
売
価
格

（過
去
３
年
の
平
均
）

定額部分

標
準
的
な
生
産
に
要
す
る
費
用

過
去
７
年
中
庸
５
年
の
平
均

【 国産チーズ供給拡大・高付加価値化対策事業 ２，９１４百万円 】 他

○施設整備

【自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化技術の開発５４５百万円 】

【 水田の潜在能力発揮等による農地周年有効活用技術の開発６０４百万円 】

食料自給率向上に資する研究開発の強化
○研究開発

他

作物 単価（１０a当たり）

麦、大豆、飼料作物 ３５，０００円

新規需要米
（米粉用・飼料用・バイオ燃料用米、WCS用稲）

８０，０００円

○水田利活用自給力向上事業 ２１６，７２９百万円

定額部分
（１．５万円/10a）

用）

【 強い農業づくり交付金 １４，３８５百万円の内数 】

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（新規需要米生産製造連携関連施設整備事業） ２４，５９１百万円の内数 】

生産・経営から流通までの共同利用施設整備

米粉、飼料用米の低コスト化に必要な機械・施設整備

他

○飼料自給率の向上
粗飼料 ド 生産利用 拡大

（米粉用 飼料用 バイオ燃料用米、WCS用稲）

そば、なたね、加工用米 ２０，０００円

その他作物：都道府県単位で単価設定可能 １０，０００円

二毛作助成（主食用米と戦略作物又は戦略作物同士の組み合わせ） １５，０００円

その他横断的対策 ２，７８３億円

【自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化技術の開発 ５４５百万円 】

【 国産粗飼料増産対策事業 ２，３９９百万円 】

単収向上のための技術開発
他

粗飼料・エコフィードの生産利用の拡大
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【 水田・畑作経営所得安定対策 ２３３，０４１百万円 】

生産要素（農地・人）関連への支援対策 ２，７６９億円

【耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 所要額 １４，０５０百万円 】

【 経営体育成基盤整備事業 １２，０７３百万円 】

【 畜産担い手育成総合整備事業 ３，８６５百万円 】 他

【食料自給率向上国民運動拡大推進事業 １，０００百万円 】

【 強い農業づくり交付金（地産地消促進特別枠） ３５０百万円 】

【 未来を切り拓く6次産業創出事業のうち食文化活用・創造事業 ６４百万円 】

その他 １４億円



（７） まとめ －食料自給率目標の策定方向－

以下のような考え方に基づき、品目別の課題と具体的な目標を検討し、諸課題を達
成しつつ目指すべき目標として食料自給率目標を策定することとしてはどうか成しつつ目指すべき目標として食料自給率目標を策定することとしてはどうか。

① 世界の穀物価格は中長期的にも高い水準で推移。食料自給率が先進国中最低水準に
ある我が国としては、食料安全保障の観点から、より高い食料自給率水準を目指してある我が国としては、食料安全保障の観点から、より高い食料自給率水準を目指して
いく。
② 食料自給率を向上させるための鍵は水田。農業者の高齢化が進む中で、水田をはじ
めとする農業の活力を取り戻し、麦、大豆、米粉用・飼料用米の作付拡大や単収増加めとする農業の活力を取り戻し、麦、大豆、米粉用 飼料用米の作付拡大や単収増加
を図ることに重点を置く。
③ このため、予算の重点化、効率化等により、農業者の経営安定を図るとともに、農
業を魅力あるものとしていく。
④ 食料自給率の向上を図るためには、国産農産物が消費者に受け入れられることが大
前提。人口の減少、高齢化、健康志向の高まり等のトレンドを分析して、戦略的に対
応する。
⑤ 国民理解を促進するため、食料自給率向上の国民にとっての意義を多面的に説明し
ていく。
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